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報 道 資 料

平成２３年３月１８日

平成２３年度組織機構改正及び定期人事異動について

平成２３年４月１日付けで組織機構改正及び定期人事異動を行いますので、その概要について

お知らせします。

第１ 組織機構改正等の概要

平成２３年度の組織機構改正は、「くまもとの夢」実現に向けた取組みを加速させるため、危機

管理体制の強化や部内局の設置など、大きな環境変化や様々な政策課題に即応できる組織機

構の改正を実施。

さらに、「４つの夢」実現に向けた取組みと財政再建戦略との両立を図るため、必要な人員の重

点配置等を行い、「くまもとの夢４カ年戦略」の総仕上げに向けた、新たな組織体制を整備。

１ 主な改正事項

（１）危機管理体制の強化

■危機管理防災機能を知事公室に移管

 災害等、突発的な危機事案に対する知事の危機管理体制を強化するため、危機管理

防災機能を総務部から知事公室に移管。

 知事公室が危機管理防災機能を所管することで、危機発生時における知事への情報

伝達及び各部に対する指導・調整機能を強化。

《改正内容》

現　行　【H22.4.1現在】 改　　正　　後

知事公室 知事公室

秘書課 秘書課

広報課 広報課

危機管理防災課

総務部 総務部

危機管理・防災消防総室 消防保安課

危機管理監

危機管理監
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（２）部内局制の導入

■部内局制導入の背景等

○ 地方分権改革の進展や熊本市の政令市化、厳しい県財政運営など、本県を取り巻

く環境は大きく変化。

○ 様々な環境変化や政策課題に即応するため、①政策形成機能の強化、②意思決

定の迅速化、③執行責任の明確化等を目的として知事部局に部内局制を導入。

■部内局制の基本的な考え方

（１） 知事部局の全ての部（７部）に部内局（２２局）を設置。各部の次長を局長（次長級）

に位置付け、部長から局長へ権限を大幅移譲することで、迅速かつ効率的な組織体

制を構築。

※全国では静岡県、神奈川県等8都道県が導入 九州では初の導入

（２） 部内局制を導入することで、各部長は、部内の重要な政策案件に加え、部を越え

た政策連携など新たな政策課題への対応が可能となることから、県全体の政策形

成機能が強化。

（３） 各部に政策審議監（次長級）を配置。各部政策審議監は、部内の局間調整や各部

間の調整等を行い、各部長の全体調整、政策立案業務等を補佐。

※局長及び政策審議監は、これまでの次長、総室長を振り替え、次長級の配置総数はH22年度比で削減

《改正イメージ》

○○課
○○課

○○総室
（次長級）

次　長 ○○課
（次長級）

○○課○○課

○○課
局　長 ○○課

○○課
○○課 （次長級）

○○課
○○課 筆頭課

（次長級）
○○課

政策審議監

現　行 改正後

部　長 次　長 筆頭課 部　長 局　長 ○○課

通常業務は局長段階で完結

政策審議監は部長の
政策立案等をサポート

政策審議監、局長に
はこれまでの次長、
総室長を振り替え

部長に事務・権
限等が集中し、
新たな政策課
題等に取り組
む時間が限ら
れている
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《Ｈ２３年度 部内局設置状況》

部 名 部内局名 部 名 部内局名

総務部 文書私学局 商工観光労働部 商工労働局 (H22設置)

（３局） 総務税務局 （３局） 新産業振興局 (H22設置)

市町村局 観光経済交流局(H21設置)

企画振興部 地域・文化振興局 経営局 (H22設置・局名変更)

（２局） 交通政策・情報局 農林水産部 生産局

長寿社会局 (H22設置) （５局） 農村振興局

健康福祉部 子ども・障がい福祉局 森林局

（４局） 健康局 水産局

ねんりんピック推進局 土木部 道路都市局

環境生活部 環境局 （３局） 河川港湾局

（２局） 県民生活局 建築住宅局

…Ｈ２３年度に新たに設置した部内局

（３）「くまもとの夢」実現のための組織体制の強化

■「文化・世界遺産推進室」の設置 【企画振興部】

 文化企画課内に「文化・世界遺産推進室」を設置。

 世界遺産登録推進業務を教育庁文化課から移管するとともに、「加藤・細川４００年の

歴史と文化」に代表される「くまもとの文化」を守り、「品格あるくまもとづくり」に向けた取組

みを推進。

■「子ども未来課」、「子ども家庭福祉課」の設置 【健康福祉部】

 少子化対策課を「子ども未来課」及び「子ども家庭福祉課」に再編。

 母子保健及び発達障がい児支援を含むすべての子育て支援については「子ども未来

課」で担当し、児童虐待防止やひとり親家庭対策については、「子ども家庭福祉課」で所

管することで、子育て家庭に対する支援体制を強化。

■「環境立県推進課」の設置 【環境生活部】

 環境政策課環境立県推進室と水環境課の地下水部門を再編し、「環境立県推進課」

を設置。

 「くまもとの豊富な地下水」の保全と活用、低炭素・循環型社会の構築に向けた推進体

制を強化。
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■「公共関与推進課」の設置 【環境生活部】

 これまでの廃棄物対策課公共関与推進室を、「公共関与推進課」に改編。

 専任の課長のもと、公共関与による産業廃棄物最終処分場整備への取組体制を強

化。

■「国際課」の設置 【商工観光労働部】

 急成長するアジアをターゲットとしたビジネス展開等を支援していくため、観光交流国

際課の国際部門とくまもとブランド推進課の貿易・経済交流部門を統合し、「国際課」を設

置。

 また、東アジアにおける活動拠点として中国（上海）に熊本県、熊本市、熊本大学の３

者で共同事務所を設置（H23秋頃）。県職員を駐在員として派遣予定。

■「むらづくり課」の設置 【農林水産部】

 農村環境室と農地・農業振興課むらづくり推進班を再編し、「むらづくり課」を設置。

 中山間地域等直接支払事業、農地・水等の資源管理を行う地域活動支援、担い手へ

のハード整備支援や鳥獣被害対策等を一元化し、活力ある農山漁村の「むらづくり」に

向けた推進体制を強化。

（４）その他の組織改正事項

［本庁関係］

■総室、課内室の見直し

 部内局制導入にあわせ、総室の廃止と課内室の再編を行い、効率的な組織規模への

見直しを実施。（総室 ６→０、課内室 ２０→１３）

［出先関係］

■賦課（課税）業務の集約化

 専門性の確保及び課税体制の効率化を目的として、賦課（課税）業務を各地域振興

局から熊本県税事務所に一元化。

※徴収業務については、これまでどおり各地域振興局税務課で対応。

※不動産取得税など現地調査が必要な税目については、県税事務所の出先組織を菊池、八代、天

草の３ヶ所（地域振興局内）に設置し対応。

■地域振興局等出先機関の出納課の見直し

 各地域振興局出納課を総務振興課と統合し、経理出納業務を総務振興課に集約。

 会計事務の体制を強化するとともに、審査・指導機能の向上を図る。

※知事部局以外の主な組織改正事項はなし
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２ 職員配置数の状況（知事部局）

（１）知事部局職員数の増減の状況

 知事部局の職員数は、▲１０１人削減（3/18現在速報値）の見込み。

 平成２０年４月から３年間の削減数累計は▲４０５人の見込みであり、「財政再建戦略」

に基づく定員管理計画の目標値（H24.4時点の知事部局の職員数）である▲４８２人(４年間で▲１０％)

に対し、約８４％の進捗率となっている。

■定員管理計画に基づく知事部局職員数の削減状況 （単位：人）

年 度 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1
（実 績） （実 績） （実 績） （見込み） （計 画）

職員数 4,820 4,684 4,516 4,415 4,338
（▲482)

増減数 － ▲136 ▲168 ▲101 －
（対前年）

削減数（累計） － ▲136 ▲304 ▲405 （あと▲77）

進ちょく率 － 28.2% 63.1% 84.0% （あと16.0%）

（２）職員配置の主な増減事由

 職員総数の削減を進める中でも、重点施策等へ対応するため職員を重点的に配置。

主な増減事由は以下のとおり。

■主な増員理由

◇地域づくり”夢チャレンジ”推進事業への対応 （企画課及び地域振興局）

◇「阿蘇の草原」再生に向けた取組み （企画課）

◇水俣・芦北地域振興計画（第５次）の推進 （地域振興課）

◇アジアターゲットに向けた国際戦略の重点化 （国際課）

◇新公益法人の移行認定、移行認可申請増への対応 （県政情報文書課）

◇介護サービスや在宅療養体制の整備 （高齢者支援課、認知症対策・地域ケア推進課）

◇未収金対策強化（収税対策） （地域振興局） 等

■主な減員理由

◇地域振興局課税業務の県税事務所への集約等

◇地域振興局福祉課の職員配置見直し

◇新幹線用地取得業務等の終了

◇公共事業の事業量減少に伴う見直し 等
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第２ 人事異動等の概要

１ 全体的事項

人事異動を行うに当たっては、「くまもとの夢」の実現のため、能力・実績本位で職

員を配置し、若手職員や女性職員の積極的な登用など適材適所の配置に努めた。

また、業務の連続性や専門性を高める観点から、担当職員の異動ローテーションをこれま

での３年から４年に見直したことなどにより、異動者総数は若干減少した。

２ 異動者総数（知事部局） （単位：人）

Ｈ２３年度 異動者総数 ２，０８９

Ｈ２２年度 異動者総数 ２，２５６

３ 異動者数の内訳(知事部局）

（単位：人）
部長級 次長級 課長級 補佐級 係長級 一般職員 合 計

Ｈ23
年度 １３ ４７ ２２１ ６８０ ６３９ ４８９ ２，０８９
Ｈ22
年度 １２ ４６ ２３４ ７７４ ７０５ ４８５ ２，２５６

４ 主な異動者

【部長等】

（新職） （氏名） （前職）

知事公室長 松見 辰彦 人事委員会事務局長

総務部長 駒崎 照雄 環境生活部長

健康福祉部長 林田 直志 監査委員事務局長

環境生活部長 谷﨑 淳一 環境生活部次長

農林水産部長 福島 淳 農林水産部総括審議員

兼農業振興局長

農業研究センター所長 大田黒 愼一 農業研究センター次長

天草地域振興局長 高橋 雄二 議会事務局次長

会計管理者兼出納局長 中山 寛 天草地域振興局長

人事委員会事務局長 田崎 龍一 総務部次長

監査委員事務局長 本田 惠則 健康福祉部次長
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【地域振興局長】

（新職） （氏名） （前職）

玉名地域振興局長 村山 栄一 首席農林水産審議員

兼農地・農業振興課長

菊池地域振興局長 富田 健治 総務部危機管理監

阿蘇地域振興局長 楢木野 史貴 総務部次長

八代地域振興局長 向井 康彦 首席総務審議員兼秘書課長

球磨地域振興局長 白濵 良一 首席農林水産審議員

兼農林水産政策課長

５ 県と市町村等との人事交流（知事部局）

(1) 県から市町村等への職員派遣（副市町村長を含む）

平成２３年度は１６市町等に３６人を派遣

（平成２２年度は１５市町等に３５人を派遣）

【新たな派遣先】

派 遣 先 派 遣 部 課

八 代 市 商工観光部観光振興課

健康福祉部健康増進課

山 鹿 市 市民福祉部健康増進課

美 里 町 企画観光課

南 関 町 福祉課保健センター

(2) 市町村から県への職員の受け入れ

平成２３年度は２４市町村から県へ８０人の派遣

（平成２２年度は２１市町村から県へ５７人の派遣)

※平成２３年度に市町村からの受け入れが２３名増えているが、そのうち１８名は、政令指定都市移

行に伴う権限移譲事務に関する熊本市からの研修生の受け入れによるもの。

【主な受入所属】

県での受入所属 派 遣 元
総務部市町村局市町村行政課・ 熊本市、八代市、天草市、山鹿市、菊池市、宇城市、
市町村財政課 美里町、和水町、芦北町
商工観光労働部観光経済交流局 八代市、天草市、上天草市、阿蘇市
観光課・国際課
福岡事務所 玉名市、天草市、山鹿市、山都町
企画振興部交通政策・情報局交 天草市、宇土市、合志市、益城町
通政策課
企画振興部地域・文化振興局地 山鹿市、産山村、相良村
域振興課
福祉総合相談所 熊本市、天草市
（中央児童相談所含む）
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６ 職員の派遣研修等（知事部局）

平成２３年度は２６人を派遣予定（平成２２年度は２４人）

【国：１０人、県：５人、民間等：６人、大学院等５人等】

【主な新規派遣先】

内閣府（地域主権改革室）、厚生労働省（老健局振興課）、（財）自治体国際化協会、

中国上海駐在（上海事務所）

７ 女性職員の登用（知事部局）

① クラス別女性役付職員数 （ ）は平成22年度 (単位:人)

次長級 課長級 課長補佐級 係長級 計

１ ２０ ９８ ３６３ ４８２

（１） （１９） （８７） （３７２） （４７９）

② 職員に占める女性職員の割合 (単位:%)

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

19.3 19.3 20.0 20.3 20.4 20.6 20.6 21.0 21.8 22.3

③ 役付職員（係長級以上）に占める女性職員の割合 (単位:%)

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

10.5 11.0 11.2 11.5 11.7 12.6 13.3 14.3 15.6 16.1

［問い合わせ先］

総務部人事課：白石（内線３０６２）

府高（内線３０４５）

小金丸（内線３０６６）



平成２３年度 組織改正の内容
＜参考資料＞

Ｈ２２．４．１ Ｈ２３．４．１

２課 ３課
知事公室 知事公室

秘書課 秘書課
広報課 広報課

危機管理防災課

２総室７課１センター ［３局］９課１センター
総務部 総務部

人事課 人事課
人材研修センター 人材研修室

総務事務センター 財政課
職員厚生室

県政情報文書課 文書私学局

私学振興課 県政情報文書課
私学振興課

財政課
総務税務局

管財課
資産活用推進室 総務事務センター

税務課 熊本県税事務所 職員厚生室
自動車税事務所 管財課

市町村総室 地域振興局 資産活用推進室
税務課 熊本県税事務所

危機管理・防災消防総室 消防学校 自動車税事務所

防災消防航空センター 市町村局
男女参画・協働推進課 くまもと県民交流館

女性相談センター 市町村行政課 地域振興局

市町村財政課
消防保安課 消防学校

防災消防航空センタｰ

１総室６課１室 ［２局］７課
企画振興部 企画振興部

企画課 東京事務所 企画課 東京事務所

地域振興課
新幹線元年戦略推進室 地域・文化振興局
川辺川ダム総合対策課
情報企画課 地域振興課
文化企画課 新幹線元年戦略推進室
交通対策総室 文化企画課

新幹線・並行在来線対策室 文化・世界遺産推進室
統計調査課 川辺川ダム総合対策課

交通政策・情報局

交通政策課
情報企画課
統計調査課

［１局］２総室８課１室 ［４局］１３課
健康福祉部 健康福祉部

健康福祉政策課 福祉事務所 健康福祉政策課 福祉事務所

福祉のまちづくり室 保健所 福祉のまちづくり室 保健所

福祉総合相談所 福祉総合相談所

保健環境科学研究所 保健環境科学研究所

社会福祉課 健康危機管理課 食肉衛生検査所

少子化対策課 児童相談所

子ども家庭福祉室 清水が丘学園 長寿社会局

障がい者支援総室 精神保健福祉ｾﾝﾀｰ 高齢者支援課
身体障がい者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 認知症対策・地域ケア推進課
知的障がい者更生相談所 社会福祉課
こども総合療育ｾﾝﾀｰ

医療政策総室 子ども・障がい福祉局
国保・高齢者医療室

健康づくり推進課 子ども未来課
健康危機管理課 食肉衛生検査所 子ども家庭福祉課 児童相談所

薬務衛生課 清水が丘学園

ねんりんピック推進室 女性相談センター

障がい者支援課 精神保健福祉ｾﾝﾀｰ

身体障がい者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

長寿社会局 健康局 知的障がい者更生相談所

こども総合療育ｾﾝﾀｰ

高齢者支援課 医療政策課
国保・高齢者医療課

認知症対策・地域ケア推進課 健康づくり推進課
薬務衛生課

ねんりんピック推進局

ねんりんピック推進課



Ｈ２２．４．１ Ｈ２３．４．１

１０課 ［２局］１２課
環境生活部 環境生活部

環境政策課 環境センター 環境政策課
環境立県推進室 水俣病保健課

環境保全課 水俣病審査課
水環境課
自然保護課 環境局
廃棄物対策課

公共関与推進室 環境立県推進課 環境センター

水俣病保健課 環境保全課
水俣病審査課 自然保護課
食の安全・消費生活課 廃棄物対策課

消費生活センター 公共関与推進課
交通・くらし安全課
人権同和政策課 県民生活局

くらしの安全推進課
消費生活課
男女参画･協働推進課 くまもと県民交流館

人権同和政策課

［３局］８課１室 ［３局］１０課
商工観光労働部 商工観光労働部

商工政策課 大阪事務所 商工政策課 大阪事務所

福岡事務所 福岡事務所

商工労働局 商工労働局

商工振興金融課 商工振興金融課
労働雇用課 労働雇用課

（雇用対策グループ） 産業人材育成課 熊本高等技術訓練校

産業人材育成課 熊本高等技術訓練校 技術短期大学校

技術短期大学校

新産業振興局
新産業振興局

産業支援課 産業技術センター

産業支援課 産業技術センター 新エネルギー産業振興課
新エネルギー産業振興室 企業立地課
企業立地課

観光経済交流局 観光経済交流局

観光交流国際課 観光課
（国際交流グループ） 国際課

くまもとブランド推進課 くまもとブランド推進課

［１局］１総室１５課 ［５局］１８課
農林水産部 農林水産部

農林水産政策課 熊本農政事務所 農林水産政策課 熊本農政事務所

農業研究センター 農業研究センター

林業研究指導所 団体支援課 林業研究指導所

水産研究センター 団体検査室 水産研究センター

団体支援総室
団体検査室 経営局

農業技術課 病害虫防除所

農業技術支援室 農地・農業振興課
農産課 担い手・企業参入支援課 農業大学校

園芸課 流通企画課
畜産課 家畜保健衛生所 むらづくり課
農村計画・技術管理課

技術管理室 生産局
国営事業対策室

農村整備課 農業技術課
農村環境室 農業技術支援室 病害虫防除所

森林整備課 農産課
林業振興課 園芸課
森林保全課 畜産課 家畜保健衛生所

水産振興課 漁業取締事務所

漁港漁場整備課 農村振興局

農村計画課
農業振興局 国営事業対策室

技術管理課
農地・農業振興課 農地整備課
担い手・企業参入支援課 農業大学校

農産物流通企画課 森林局

森林整備課
林業振興課
森林保全課

水産局

水産振興課 漁業取締事務所

漁港漁場整備課



Ｈ２２．４．１ Ｈ２３．４．１

１１課１室 ［３局］１３課
土木部 土木部

監理課 熊本土木事務所 監理課 熊本土木事務所

用地対策課 用地対策課
土木技術管理室 土木技術管理課
道路整備課
道路保全課 道路都市局
河川課 ダム管理所

河川開発室 天草地域ダム建設事務所 道路整備課
港湾課 港管理事務所 道路保全課

天草空港管理事務所 都市計画課 熊本駅周辺整備事務所

都市計画課 新幹線・熊本駅周辺整備事務所 景観公園室
景観公園室 鉄道高架推進室
新幹線都市整備室 下水環境課

下水環境課
建築課 河川港湾局

建築物安全推進室
営繕室 河川課 ダム管理所

住宅課 河川開発室 天草地域ダム建設事務所

砂防課 港湾課 港管理事務所

砂防課 天草空港管理事務所

建築住宅局

建築課
建築物安全推進室

営繕課
住宅課

会計管理者 会計管理者
２課 ２課

出納局 出納局

会計課 会計課
管理調達課 管理調達課


